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令和 5 年度 中部圏広域地方計画の推進について 

■中部圏広域地方計画について 

 中部圏広域地方計画は、国土形成計画法第９条に基づき、全国レベルの「国土形成計画」を踏まえ各地方ブ

ロックごとに方針・目標・施策を定めるもので、中部圏の 2050 年頃までを展望しつつ、今後概ね 10 ヶ年間

の国土形成に係る基本的な計画である。 

 本計画は、世界を先導するスーパー・メガリージョンのセンターとして、差し迫る人口減少・高齢化に適応

し、リニア効果を最大限発揮、我が国の成長エンジンの一翼を担う安全・安心な中部圏の国土づくりに係る指

針として、中部圏広域地方計画協議会で取りまとめ、国土交通大臣が決定した。（2016 年 3 月 29 日） 

■中部圏広域地方計画の効果的推進について 

 中部圏広域地方計画「第５章 計画の効果的推進に向けて」の位置づけを踏まえ、計画の効果的推進に係る

検討及び計画の進捗管理を進める。 

１．計画の効果的推進検討 

 中部圏広域地方計画協議会及び関係機関により、計画の効果的な推進に向けた各種施策・具体化を検討する。 

【推進体制】中部圏広域地方計画協議会 

２．計画の進捗管理 

 中部圏広域地方計画において、今後１０ヶ年にわたり重点的に取り組む１０のリーディングプロジェクトに

ついて進捗管理を行いつつ、取組効果の把握・評価を行った上で必要な措置を講じていく。 

 実効性を高め着実な推進を図る観点から、計画（plan）・実行（do）・評価（check）・改善（act）のプ 

ロセスによるフォローアップを毎年実施。 

 中部・北陸圏の広域連携に係る施策展開も「北陸圏・中部圏広域地方計画合同協議会」の枠組みなどを活 

用し、適宜、フォローアップを実施。 



 

 
 

 

■中部圏広域地方計画の体系 
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１ 令和 5 年度の概要（総括） 

5 つの基本方針、10 のプロジェクトの別で集計した取組数（延べ数）は次のとおりです。 
令和 5 年度は管内において計 1,242 の取組が実施されています。 
また、令和 5 年度に新たに始まった取組は 38 つあり、69 つの取組が終了しました。 

 
令和５年度の取組数（基本方針・プロジェクト別） 

基本方針 取組数 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名 取組数 
基本方針１ 
世界最強・最先端のものづくりの進化 

239 １ ものづくり中部・世界最強化プロジ
ェクト 

239 

基本方針２ 
スーパー・メガリージョンの 

141 ２ リニア効果最大化対流促進プロジ
ェクト 

23 

センター、我が国の成長を牽引  ３ 新たな観光交流おもてなしプロジ
ェクト 

118 

基本方針３ 
地域の個性と対流による地方創生 

267 ４ 中部圏創生暮らしやすさ実感プロ
ジェクト 

211 

  ５ 快適・安全安心な生活環境実現プロ
ジェクト 

56 

基本方針４ 
安全・安心で環境と共生した 

359 ６ 中部・北陸圏強靭化プロジェクト  140 

中部圏形成 
 

７ 環境共生・国土保全プロジェクト  143   
８ インフラ戦略的維持管理プロジェ
クト 

76 

基本方針５ 
人材育成と共助社会の形成 

236 ９ すべての人が輝く「ひとづくり」プ
ロジェクト 

128 
  

１０ 新たな「つながり」社会構築プロ
ジェクト 

108 

計 1242 
(1148) 

計 1242 
(1148) 

※合計欄の()内の数値は分類項目間の重複計上を除いた総取組数 

 

２ 計画の進捗管理【プロジェクトの推進】 

基本方針、プロジェクト別の令和 5 年度の取組状況は次のとおりです。 
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基本方針１世界最強・最先端のものづくりの進化 

 
 

１．ものづくり中部・世界最強化プロジェクト 
 

【令和 5 年度取組の概要】 
○ ものづくり中部・世界最強化プロジェクトに向けた取組みとして、「戦略産業の強化、新産業の

創出・育成」「ものづくり中堅・中小企業の企業の振興・高度化」「ものづくり産業を担い活躍す
る人材の育成・確保」「ものづくりを支える産業基盤の強化」に関する取組みが、積極的に進め
られている。 

 「次世代自動車関連産業の育成・強化」では、「高度運転支援システムの実用化」として、交通
事業者等が実運行で再現可能なビジネスモデルの構築を目指し、複数の地域で自動運転の実証
実験が行われた。 

 「アジアＮｏ.１航空宇宙産業クラスターの形成」では、「ドローン（無人航空機）の開発・製
造・活用に向けた支援」として、「岐阜県ドローンビジネス推進研究会」を設置し、ドローン
の調査研究や情報発信を行うとともに、県内航空宇宙関連企業等の技術力を活かしたドローン
の開発・製造を支援した。また、「セミナーや現場見学、製造現場に求められる基礎技術の体
験・習得の機会の積極的な提供」として、航空宇宙産業の魅力発信を目的とした、三重県内の
高校生等向けの製造現場見学会が開催された。 

 「ヘルスケア産業の育成・強化」では、「医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の
支援」として、医療健康産業の集積と振興のため、拠点施設「静岡県医療健康産業研究開発セ
ンター」を活用し、地域企業の参入促進と製品開発を推進している。 

 「大学や官・民の研究開発・イノベーション力・先端技術の積極的活用による新産業創出」で
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は、「産学官によるオープンイノベーションの促進」として、愛知県における「スタートアッ
プ・エコシステム」の形成を図るために、起業家育成プログラム、ビジネスプランコンテスト、
マッチングイベント等を開催やディープテック推進事業を実施するなど、産学官等によるオー
プンイノベーションを促進した。 

 「ものづくり産業を担い活躍する人材の育成・確保」では、「産業現場の即戦力、リーダーと
なる実践的で高度な技術・技能を習得した人材の育成」として、ナゴヤ イノベーターズガレー
ジにおいてガレージに集う起業家や学生、メンター等の更なる交流を目指し、プログラム終了
後や終業時間帯に様々な交流会を設けるなど、コミュニティ形成に向けた活動を数多く実施し
た他、中部地域の半導体分野に関わる産学官及び協力機関の計 28 機関の参加の下、半導体関係
の研究室に進む学生の増加や、半導体産業への人材輩出の拡大につながる環境形成を目的に「中
部地域半導体人材育成等連絡協議会」を設置し、これまで計 3 回の連絡協議会を開催するとと
もに、産・学の参加機関間で協業の調整を行い、工場見学、インターンシップ、特別講義、業
界説明会等を実施した。さらに、「若手技術者・技能者等に対する実践的教育や専門教育、職
業訓練」として、グローバル化や科学技術の進展による大きな変化に対応できる人材を育成す
ることを目的としている静岡県立工科短期大学校（静岡キャンパス、沼津キャンパス）におい
て、卒業生の地元企業への就職等を支援した。 

 「ものづくりを支える産業基盤の強化（港湾）」では、「国際拠点港湾・重要港湾におけるコ
ンテナターミナルの整備及びふ頭再編の推進」として、貨物の増加や船舶の大型化に対応する
ため、老朽化対策・耐震対策とあわせて、港湾施設の増深改良を実施している。 

 「ものづくりを支える産業基盤の強化（水素社会の基盤整備）」では、「中部圏における水素
等の大規模サプライチェーン及び拠点形成」として、伊勢湾における水素・アンモニアの大規
模サプライチェーン及び拠点形成に向けた取組を実施した。 
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■コラム（取組例） 
１．ものづくり中部・世界最強化プロジェクト 
１－１（１）①【高度運転支援システムの実用化】 

取組事例 自動運転の実証実験 

機関名 愛知県 

取組内容 ●自動運転の実証実験について 

社会実装に向けた取組を更に深化させ、交通事業者等が実運行で再現可能なビジ

ネスモデルの構築を目指し、３地域で実証実験を行う。 

 

●実施地域 

常滑市（中部国際空港島及びその周辺地域） 

長久手市（愛・地球博記念公園） 

名古屋市（名古屋駅付近とイオンタウン千種を結ぶ若宮大通を中心としたルート ） 

 

●今後の予定・方向性 

社会実装に向けては、中部国際空港島及びその周辺地域、集客施設である愛・地

球博記念公園、そして名古屋市内の都心といった交通環境の異なる３つのエリア

に実証実験地域を絞り込み、技術の向上、ビジネスモデルの構築、そして安全性

も含めた社会的受容性の醸成の３つの観点から実装に向けた実証実験を進める。 

イメージ図 

     
自動運転車両（常滑市）      自動運転車両（長久手市） 
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１－１（１）②【ドローン（無人航空機）の開発・製造・活用に向けた支援】 

取組事例 岐阜県ドローンビジネス推進研究会の取組み □ 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●今後、ドローンは大きな可能性を秘め、空を飛ぶことから安全性が求められるこ

とは必至であり、航空機の高い安全性を支えてきた県内航空宇宙関連企業等の参

入に期待し、令和５年１月に「岐阜県ドローンビジネス推進研究会」を設置。 

●ドローンの調査研究や情報発信を行うとともに、県内航空宇宙関連企業等の技術

力を活かしたドローンの開発・製造を支援 

【主な実績】 

・研究会等の活動 

    研究会：１回（Ｒ５年１月） 

    セミナー：２回（Ｒ５年５月・１０月） 

先進事例視察：１回（Ｒ５年８月） 

    ドローン機体製造メーカーの実証実験支援：２回 

（Ｒ５年８月・１１月実施に向けた自治体等関係機関調整）  

     国内製造メーカー等とのマッチング：１回 

・ドローン開発・製造支援事業費補助金：２件 

（機体改良や、機体開発・製造に係る経費の一部を補助） 

 

●今後の予定・方向性 

本研究会活動を通じ、ドローンの開発・製造・活用にチャレンジする 企業を積

極的に支援する。 

イメージ図 

  

  



6 

１－１（１）②【セミナーや現場見学、製造現場に求められる基礎技術の体験・習得の機会の積極的な提供】  

取組事例 県内高校生等を対象とした航空宇宙産業製造現場見学会の実施 

機関名 三重県 

取組内容 ●令和５年８月に、鈴鹿市・松阪市の２事業所の協力のもと、航空宇宙産業の魅力
発信を目的とした、県内の高校生等向けの製造現場見学会を開催し、30 名が参
加。 

 
●今後の予定・方向性 

今後も、航空宇宙産業製造現場見学会の開催等を通じて、同産業の魅力を発信し、

人材確保に取り組む。 

イメージ図 ・製造現場見学会の様子 
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１－１（１）③【医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の支援】 

取組事例 ファルマバレープロジェクトの推進（拠点施設の活用） 

機関名 静岡県 

取組内容 ●医療健康産業の集積と振興を推進するため、拠点施設「静岡県医療健康産業研究

開発センター」を活用し、地域企業の参入促進と製品開発の加速化を図っている。 
＜拠点施設の概要＞ 
・研究開発、企業支援、人材育成、交流・連携の機能を一元的にパッケージ化し、

入居企業・地域企業を全面的にバックアップしている。 

・施設は、以下の３つのゾーンで構成されている。 

・リーディングパートナーは、テルモ㈱が入居。自ら開発・製造を行いつつ、入居

企業の製品開発を支援している。 

・地域企業開発生産ゾーンは、自動車産業から医療分野へ参入した東海部品工業㈱

が入居し、インプラント等を開発・製造している。 

・研究開発室は、大手企業や地域企業、知財事務所、コンサルタント等 11 社が入

居している。 

●効果や進捗 

・医療健康産業政策における相互連携に関する協定を締結し、ふじのくに先端医療

総合特区でも連携する山梨県と両県企業が連携して「手術用頭部固定具」を開発 

・令和４年度は、16 件の事業化を達成した。 

 

●今後の予定・方向性 

・拠点施設の機能を最大限に活用し、地域企業の新規参入や製品開発等の加速化を

図る。 

・令和３年３月にファルマバレーセンター内に設置された「自立のための３歩の住

まい」の実装化に向け、令和４年度に採択された住まい環境整備モデル事業（国

交省）を活用し、「３歩の住まい」の標準モデルの構築を目指す。 

イメージ図 ・静岡県医療健康産業研究開発センター外観 
・ファルマモデルルーム「自立のための３歩の住まい」 
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１－１（１）⑤【産学官によるオープンイノベーションの促進】 

取組事例 Aichi-Startup 戦略の推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●「Aichi-Startup 戦略」を推進し、愛知県における「スタートアップ・エコシステ
ム」の形成を図っている。引き続き、起業家の育成プログラム、ビジネスプラン
コンテスト、マッチングイベント等を開催するとともに、今年度は新たに、ユニ
コーン企業を創出し、その技術を社会実装させて破壊的イノベーションによる既
存市場の転換、社会課題の解決、新規市場の創出を図るディープテック推進事業
「Aichi Deeptech Launchpad」を実施。また、スタートアップへの就業希望者の
情報を集約した人材プールを構築する等、スタートアップの円滑な人材確保を支
援するスタートアップ採用支援事業を実施。 

●2024 年 10 月の開設を目指すスタートアップの支援拠点「STATION Ai」につい
ては、今年 1 月に起工式を終え、建設工事に着手。 

●先進的な海外のスタートアップ支援のノウハウの習得のため、アメリカ・テキサ
ス大学オースティン校、フランス・STATION F、Paris＆Co、INSEAD、シンガポ
ール国立大学、中国の清華大学の関係組織 Tus Holdings、上海交通大学、浙江大
学、イスラエル・イノベーション庁、Start-Up Nation Central などとの連携プロ
グラム等を実施。 

●2020 年 7 月に、愛知・名古屋及び浜松地域が内閣府のスタートアップ・エコシ
ステム グローバル拠点都市に認定され、拠点形成計画に掲げた取組を実施。 

 
●今後の予定・方向性 
・今後は、引き続き「STATION Ai」の整備及び開業に向けた準備を推進する。 
・Aichi-Startup 戦略の推進のための取組を継続し、スタートアップ・エコシステム

の形成に取り組む。 
イメージ図 

 

 



9 

１－１（３）【産業現場の即戦力、リーダーとなる実践的で高度な技術・技能を習得した人材の育成】 

取組事例 

取組事例 
ナゴヤ イノベーターズ ガレージ 

機関名 中部経済連合会、名古屋市 

取組内容 ●ナゴヤ イノベーターズ ガレージは令和元年 7 月の開設以来、既存企業の新たな
ビジネスへの変革やスタートアップ等のベンチャー企業の成長支援を実施して
いる。 

●令和 4 年 7 月には、新規事業の開発スピードやスタートアップの量と質の更な
る向上を求めて、階下に増床する形で「アネックス」をオープンした。企業の新
規事業関係者、起業家、起業家予備軍の滞在型共創スペースや、各領域専門家と
のメンタリングを主な用途としている。 

●令和 5 年度は、ガレージに集う起業家や学生、メンター等の更なる交流を目指
し、プログラム終了後や終業時間帯に様々な交流会を設けるなど、コミュニティ
形成に向けた活動を数多く実施した。 

●令和 5 年 6 月末には、施設開設以降の延べ来場者数が 10 万人を達成するなど中
部圏におけるイノベーション創出に向けた取り組みが着実に浸透している。 

 
●今後の予定・方向性 

現状の盛り上りを一過性のものとすることなく、ガレージを起点に、中部圏の人
や技術、情報がつながり、イノベーションの連鎖を生み出す取り組みを強化する
ことで、世界をリードする新たな産業や想像を超える付加価値の創出を目指して
いく。 

イメージ図 

   
10 万人達成表彰式（2023 年 6 月）  交流会イベント（2023 年 8 月） 
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１－１（３）【産業現場の即戦力、リーダーとなる実践的で高度な技術・技能を習得した人材の育成】 

取組事例 中部地域半導体人材育成等連絡協議会 □ 

機関名 中部経済産業局、富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県 

取組内容 ●中部地域の半導体分野に関わる産学官及び協力機関の計 28 機関の参加の下、半
導体関係の研究室に進む学生の増加や、半導体産業への人材輩出の拡大につなが
る環境形成を目的に、2023 年 3 月に、「中部地域半導体人材育成等連絡協議会」
を設置した。 
今年度は、これまで計 3 回の連絡協議会を開催するとともに、産・学の参加機関
間で協業の調整を行い、工場見学、インターンシップ、特別講義、業界説明会等
を実施した。 

 
●今後の予定・方向性 

来年度の工場見学、インターンシップ、特別講義、業界説明会等の実施に向けて、
連絡協議会を開催するとともに、産・学の参加機関間で協業の調整を行う。 
また、半導体が搭載される製品の実用例や半導体の役割・重要性・可能性を理解
し、教育機関で学ぶことが半導体の開発や製造などの各工程のベースとなる技
術・知識としてどのようにつながっているかを体系的に学ぶ人材育成プログラム
を構築・実施する。 

イメージ図 
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１－１（３）【若手技術者・技能者等に対する実践的教育や専門教育、職業訓練】 

取組事例 静岡県立工科短期大学校の取組状況 

機関名 静岡県 

取組内容 ●静岡県では、グローバル化や科学技術の進展による大きな変化に対応できる人材
を育成するため、清水技術専門校及び沼津技術専門校を統合・教育内容を高度化
し、令和３年４月に静岡県立工科短期大学校（静岡キャンパス、沼津キャンパス）
が開校した。 

●令和５年度は、105 人が入学（令和３年度 120 人、令和４年度 118 人が入学） 
●引き続き、卒業生の地元企業への就職等を支援した。 
●教育の高度化に対応した訓練機器等の整備は令和４年度に完了し、静岡キャンパ

スの建替えは令和５年５月に完成した。 
 
●短期大学校概要 

名  称 
静岡県立工科短期大学校 

［Shizuoka College of Technology］ 

設置場所 
静岡キャンパス：静岡市清水区楠（現地建替え） 
沼津キャンパス：沼津市大岡（既存施設の活用） 

修業年限 ２年 

設置科 
（定員） 

静岡キャンパス 沼津キャンパス 
機械・制御技術科（30 人） 

電気技術科（20 人） 
建築設備科（20 人） 

機械・生産技術科（20 人） 
電子情報技術科（20 人） 

情報技術科（20 人） 
●今後の予定・方向性 

基本理念「現場に立って、自ら考え、行動できる人材を育成」の下、日本一の「実
学の府」を目指し、ものづくり産業を支える高度人材の育成に取り組む。 

イメージ図 ＜静岡キャンパス新築施設＞ 

 

 

  

本館 視聴覚教室 

機械技術科実習場 
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１－１（４）①【国際拠点港湾・重要港湾におけるコンテナターミナルの整備及びふ頭再編の推進】 

取組事例 名古屋港飛島ふ頭の再編 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●名古屋港飛島ふ頭において貨物の増加や船舶の大型化に対応するため、既存施設
の老朽化対策・耐震対策とあわせて、水深 12m→15m に増深改良するふ頭再編
を実施。 

●R1 岸壁について、令和 4 年度 10 月に供用開始。 
 
●今後の予定・方向性 

令和 5 年度より R2 岸壁の工事に着手。 

イメージ図  

 

  

 
 

岸壁(水深 15m)(改良) 

泊地(水深 15m) 

航路・泊地(水深 15m) 

ふ頭用地、荷役機械 

飛島ふ頭 
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１－１（４）⑤【中部圏における水素等の大規模サプライチェーン及び拠点形成】 

取組事例 
中部圏における水素等の大規模サプライチェーン及び拠点形成に向けた取組み 

□ 

機関名 中部経済産業局 

取組内容 ●脱炭素燃料である水素等はカーボンニュートラル達成に必要不可欠なエネルギ
ー源であり、エネルギー基本計画においても 2030 年の電源構成に位置づけられ
ている。 

●政府においても水素等の大規模サプライチェーン構築及び拠点形成に向けた支
援が検討されている中で、中部圏においては、水素等の活用に関して発電のみな
らず、自動車産業を中心とする産業界における早期の活用が期待されているとこ
ろ。 

●中部圏における、水素等のサプライチェーン構築及び拠点整備に向けて供給候補
者及び需要家との調整・企画提案作りのサポートを継続的に実施する。 
 

●今後の予定・方向性 
 ・中部圏において、水素等の新たなサプライチェーン構築および拠点形成にむけ、

供給者となりうる事業者と需要家等との調整を継続し、2020 年代後半の全国
に先駆けた水素・アンモニアの幅広い活用につなげる。 

イメージ図 【中部圏における水素等の新たなサプライチェーン構築及び拠点形成に向けたイ

メージ】 

 

 
 

  



14 

基本方針２ スーパー・メガリージョンのセンター、我が国の成長を牽引 

 
 

２．リニア効果最大化対流促進プロジェクト 
 

【令和 5 年度取組の概要】 
○ リニア効果最大化対流促進プロジェクトに向けた取組みとして、「リニアを活かしたまちづく

り」「リニア効果を広域に波及させる基盤整備」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「名古屋駅を核とした名古屋大都市圏、中京大都市圏づくり」では、「名古屋駅のスーパータ

ーミナル化」として、高い機能性を有した新時代の交流拠点の創出に向けた取組が進められて
いる。 

 「リニア長野県駅を核としたまちづくり」では、「リニアバレー構想に基づく取組」として、
飯田市の「エス・バード」を高度人材育成機能、技術開発支援機能、実証試験機能をもつ航空
機システム産業振興拠点と位置付け、拠点マネージャーが配置された。 

 「リニア岐阜県駅を核としたまちづくり」では、「岐阜県リニア中央新幹線活用戦略に基づく
取組」として、令和 5 年 3 月に策定した「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」に基づき、
リニア中央新幹線を活用したまちづくりに関する取組みを実施している。 

 「リニア効果を活かす太平洋側の地域づくり」では、「三重・奈良・大阪ルートによるリニア
全線早期開業に向けた取組」として、リニアとともに三重県が歩む将来のビジョンとなる「三
重県リニア基本戦略」が策定された。 

 「リニア効果を広域に波及させる基盤整備（鉄道）」では、「鉄道アクセス 40 分交通圏の拡大」
として、知立駅付近連続立体交差事業が実施された。 
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３．新たな観光交流おもてなしプロジェクト 
 

【令和 5 年度取組の概要】 
○ 新たな観光交流おもてなしプロジェクトに向けた取組みとして、「地域特性を活かした広域観

光交流圏の形成」「広域観光交流を支える基盤整備」「訪日外国人旅行者の受入環境水準の向
上」に関する取組みが、積極的に進められている。 

 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（静岡県中部・東部・伊豆～神奈川県西部～山梨
県～長野県東部）」では、「多彩な観光コンテンツ開発を促進し広域観光交流の促進」として、
「ふじのくにクルーズ船誘致戦略」の推進が実施された。 

 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（紀伊半島南部（三重県伊勢志摩・東紀州～和歌
山県新宮～奈良県南和））」では、「エコツアー・スポーツツーリズムを軸とした都市との交
流による地域経済の活性化」として、「伊勢志摩国立公園自然体験活動促進計画」について環
境大臣の認定をめざしている。 

 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（名古屋大都市圏～中京大都市圏）」では、「多
様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展」として、ジブリパーク 2 エリ
アを開園した。また、「第 20 回アジア競技大会（2026/愛知・名古屋）・第 5 回アジアパラ競
技大会」の開催に向けた準備が進められている他、愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）の整
備を推進している。さらに、岐阜県の持続可能な観光の先進的取組みであり、世界から選ばれ
るデスティネーションとなることが期待できる地域・観光プログラムに対する認定制度に関し
て、２つのプログラムが初認定された。 

 「広域観光周遊ルート「昇龍道」における重点ルートの設定」では、「テーマ性・ストーリー
性のある広域観光周遊ルートの形成」として、三重県志摩市で持続可能な観光地としての価値
創出事業が実施された。 
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■コラム（取組例） 
２．リニア効果最大化対流促進プロジェクト 
２（１）①【名古屋駅のスーパーターミナル化】 

取組事例 名古屋駅のスーパーターミナル化 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●リニア中央新幹線の開業に向けて、「名古屋駅周辺まちづくり構想」（H26 年）
等の計画を踏まえ、高い機能性を有した新時代の交流拠点の創出に向けた取り組
みを進めている。 

●リニア駅周辺の面的整備 
「リニア駅周辺のまちづくりの方向性（中間とりまとめ）」（H31 年）をふまえ、
人々が集い、憩い、交流する広場が中心にあるまちの実現に向けて、地元や関係
機関等との協議・調整を実施した。 
名古屋駅西地区まちづくり推進会議 

 R5 年 9 月 25 日開催 
●名古屋駅ターミナル機能の強化 
「名古屋駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」（H31 年）をふまえ、

関係者との調整や事業の具体化に向けた検討、整備に向けた準備工事を進めて
いる。 
西側では、リニア開業時における平面レベルでの整備について、令和 4 年 12 月
に公表したデザイン計画を基に、詳細設計を行なった。 
東側では各施設の設計の具体化の検討を行うとともに、地下部の都市計画を決
定し、駅前広場のモニュメント「飛翔」基壇部の解体などの工事を行った。 
名古屋駅周辺エリアにおけるトータルデザイン検討会議 
R5 年 10 月 27 日開催 

 
●今後の予定 

調整会議等の場で、関係者との協議・調整を引き続き実施しながら、事業化に向
けた取り組みや工事を進める。 

イメージ図 名古屋駅西側駅前広場リニア開業時の姿 整備イメージ図 

（R6.2 公表「名古屋駅西側駅前広場整備計画」より） 
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２（１）②【リニアバレー構想に基づく取組】 

取組事例 リニアバレー構想に基づく取組（アジアの航空機システム拠点形成） 

機関名 長野県 

取組内容 ●飯田市の「エス・バード」を高度人材育成機能、技術開発支援機能、実証試験機
能をもつ航空機システム産業振興拠点と位置付け、拠点マネージャーを配置 
高度人材育成機能：信州大学航空機システム共同研究講座（R４：大学院生 14
名、学部生６名在籍） 
技術開発支援機能：県工業技術総合センターサテライト機能 
実証試験機能：環境試験体制整備（H28：着氷試験装置、H29：防爆性試験評価

装置、H30：燃焼・耐火性試験装置、R 元：高速温度変化試験装
置、R２：振動試験装置） 

●環境試験体制を整備している飯田工業技術試験研究所（エス・バード内）は、令

和４年４月に試験所、校正機関に対する国際標準規格である ISO/IEC 17025 の

認定を取得 

イメージ図   

 

  

技術開発支援 
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２（１）③【岐阜県リニア中央新幹線活用戦略に基づく取組】 

取組事例 「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」に基づく取組みの推進 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●岐阜県では、リニア開業効果の最大化を図るため、平成 26 年に他県に先駆けて
取りまとめた「岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」について、令和３年度から見
直しに向けた検討に着手 

●令和４年４月２５日、県内全市町村、観光団体、経済団体等の「オール岐阜」で
構成する岐阜県リニア中央新幹線活用戦略研究会を開催し、以下のとおり同戦略
の改訂方針を決定 

・現行戦略の「観光振興・まちづくり」「産業振興」「基盤整備」の３本柱は維持 
・新型コロナがもたらした新次元での地方分散の動き、持続可能な地域の発展を追

求するＳＤＧｓの推進、リニア建設工事での盛土・残土等の環境対策等の新たな
視点を踏まえ施策を見直し 

●令和５年３月、「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」を策定 
●以降、改訂後の活用戦略に基づき、リニア中央新幹線を活用したまちづくりに関

する取組みを実施 
 
●今後の予定・方向性 
 引き続き、改訂後の活用戦略に基づき、リニア中央新幹線を活用したまちづくり

を推進 

イメージ図 
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２（１）④【三重・奈良・大阪ルートによるリニア全線早期開業に向けた取組】 

取組事例 「三重県リニア基本戦略」の策定 

機関名 三重県 

取組内容 ●今後の開業に向けて、リニアとともに三重県が歩む将来のイメージを県民と共有す
るために、 「三重県リニア基本戦略」を策定した。 

 
●策定の目的 
リニア三重県駅を新たな玄関口として、リニア開業がもたらす効果を最大限に引き出
し、その効果を県全体に波及・発展させるために、リニアとともに歩む「めざす三重
の姿」を明らかにするとともに、それを実現するための取組の方向性を示すビジョン 
 
●めざす三重の姿 

「新たな玄関口から始まるこれからの時代に選ばれる三重」 
・リニア時代の新たなライフスタイルを創出 
・県内外の観光・ビジネス交流が飛躍的に発展 
・三重にしかない暮らしや、働き方、来訪スタイルを実現 
 
●策定スケジュール 

県内市町 、経済界 、有識者への意見聴取やパブリック・コメントの実施等を踏ま

え、3 月に策定した。 

イメージ図 

 
 



20 
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２（２）②【鉄道アクセス 40 分交通圏の拡大】 

取組事例 知立駅付近連続立体交差事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●主要な踏切における慢性的な渋滞の解消、都市内交通の円滑化、周辺市街地の生

活環境や都市機能の向上を図ることを目的とした事業。 

●当該事業により、名古屋本線から三河線への直通機能も強化され、名古屋駅と自

動車関連企業が集積する豊田市を始めとする西三河地域との間が速達化される

こととなる。 

●令和 5 年度は名鉄名古屋本線の高架本体工事及び三河線の仮線工事等を継続実

施中。 

 

●今後の予定・方向性 

引き続き、名鉄名古屋本線の高架本体工事並びに三河線の高架本体工事及び仮線

工事を推進する。 

イメージ図 令和５年 知立連立写真 
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３．新たな観光交流おもてなしプロジェクト 

３－１（１）①【多彩な観光コンテンツ開発を促進し広域観光交流の促進】 

取組事例 「ふじのくにクルーズ船誘致戦略」の推進 

機関名 静岡県、関係各市 

取組内容 ●国内外のクルーズ市場の動向を概観するとともに、静岡県港湾の寄港誘致に向け

た課題、強みと弱みの分析等を行い、港の特性に応じた誘致戦略を策定し、戦略的

なクルーズ船誘致を実施している。 

●静岡県内各誘致組織から構成される「ふじのくにクルーズ船誘致組織連絡会」（以

下、連絡会）を令和３年 10 月に設立し、各誘致組織の実務上の課題を解消するた

めの連携を強化することで実務レベルの向上を図っている。 

 

●各誘致組織の課題や要望を聞き取り、それらを補うような事業（セミナーの開催や

相互視察等）を実施することで、より効果的な誘致活動を展開している。 

●令和５年度の静岡県へのクルーズ船寄港については、10 月末までに 55 回の受入

れを行い、令和 5 年度のクルーズ船受入回数はコロナ禍前を上回る予定となって

いる。（10 月末時点） 

 

●今後の予定・方向性 

引き続き、連絡会の活動を通じた情報共有等を継続し、静岡県内各港の特性に応

じた誘致の取組を促していく。 

イメージ図  
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３－１（１）④【エコツアー・スポーツツーリズムを軸とした都市との交流による地域経済

の活性化】 

取組事例 伊勢志摩国立公園における自然体験活動促進計画の認定 

機関名 三重県 

取組内容 ●伊勢神宮、海女文化、真珠養殖などに代表される自然と調和した人の営み、伝統、
文化、これらを育んできた豊かな自然を体感し、その価値を伝え、感動を与える体
験を伊勢志摩国立公園における質の高い体験と位置づけ、質の高い自然体験活動
を促進するため、関係機関と協議し、活動推進エリアを整理した「伊勢志摩国立公
園自然体験活動促進計画」について、環境大臣の認定をめざす。 
また、伊勢志摩国立公園の Instagram に、ユーザーが興味を持ちそうな当該公園
の美しい自然景観、主要な観光地、名産品、イベント等を積極的に投稿し、公園の
利用促進に繋げる。 

 
●今後の予定・方向性 

「伊勢志摩国立公園自然体験活動促進計画」については、現在、環境省に申請前の

事前チェックを受けている段階であり、チェック終了後に申請を行う予定。

Instagram については、今後も継続的に取り組んでいく。 

イメージ図 ・ゾーニングの概念図 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 ジブリパークの整備推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知万博の理念と成果を次世代へ継承し、愛・地球博記念公園の魅力と価値を一

層高め、子どもから大人まで県民のみならず広く国内外からの来園者に楽しんで

いただける公園とするため、同公園内にスタジオジブリ作品の世界観を表現する

公園施設「ジブリパーク」を整備する構想について、2017 年５月にスタジオジ

ブリと合意し、2022 年 11 月１日にジブリパーク３エリア（ジブリの大倉庫、青

春の丘、どんどこ森）を開園した。 

●令和 5 年度は、残る２エリア（もののけの里、魔女の谷）の整備を進め、2023 年

11 月１日にもののけの里、2024 年３月 16 日（予定）に魔女の谷を開園した。 

・もののけの里、魔女の谷について、整備工事を実施した。 

・魔女の谷について、演示工事を実施した。 

イメージ図 整備エリア図 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 
「第 20 回アジア競技大会（2026/愛知・名古屋）・第 5 回アジアパラ競技大会」

の開催に向けた準備 

機関名 愛知県、名古屋市 

取組内容 ●2023 年７月にアジア競技大会において実施する 41 競技が、10 月にアジアパラ
競技大会において実施する 18 競技が決定した。 

●今後、競技団体等と調整を進め、アスリートが最高のパフォーマンスを発揮でき
る会場づくりを進めていく。 

●杭州アジア・アジアパラ競技大会後には、両大会の閉会式のフラッグハンドオー
バーセレモニーで引き継いだ大会旗をお披露目するフラッグツアーや、12 月及
び１月の 1000 日前イベントの実施等を通じ、市町村や関係団体の協力も得なが
ら、開催意義の発信、ＰＲに取り組んだ。 

●引き続き関係自治体、関係団体などと連携・協力し、愛知・名古屋大会の成功に
向け、オールジャパンで、全力で取り組んだ。 

イメージ図 

   
第 20 回アジア競技大会（2026/愛知・名古屋）PR ポスター（左） 

愛知・名古屋 2026 アジアパラ競技大会 PR ポスター（右） 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）の整備推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●アジア競技大会を始めとしたスポーツの国際大会や全国大会、全国レベルのコン

サート、イベント、コンベンション等の拠点として、愛知・名古屋のシンボルとな

る世界でもトップクラスのアリーナをめざし、整備を推進。 

 

●2022 年７月より建物本体の建設工事に着手し、継続して建設工事を実施。 

 

●今後の予定・方向性 

2025 年 7 月のオープンに向けて、整備を推進。 

イメージ図 ・愛知県新体育館：新体育館イメージパース 

 
©Aichi International Arena Co.,Ltd. 

画像はイメージです。デザインなどは変更になる場合があります。 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 岐阜未来遺産認定プロジェクト □ 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●持続可能な観光が世界の潮流となる中、岐阜県の持続可能な観光の先進的取組み

であり、世界から選ばれるデスティネーションとなることが期待できる地域・観

光プログラムを「ＮＥＸＴ ＧＩＦＵ ＨＥＲＩＴＡＧＥ～岐阜未来遺産～」とし

て認定する制度を、R4.6 月にスタート。 

●R5.6 月に「飛騨小坂～自然のめぐみを体験、滝めぐり、湯めぐり～（下呂市）」

「恵那岩村の山城・城下町と農村景観めぐり（恵那市）」の２件を初認定。 

●今後、認定地域について、県が大々的にプロモーションするとともに、地域が行

う受入環境整備や魅力向上の取組みを全面的にバックアップ。 

イメージ図 
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３－２（１）【テーマ性・ストーリー性のある広域観光周遊ルートの形成】 

取組事例 
志摩市における観光と地域が一体となった持続可能な観光地としての価値創出事

業 

機関名 中部運輸局 

取組内容 ●三重県志摩市において、サステナブルツーリズムに関心のある訪日外国人旅行者

及び国内在住旅行者をターゲットに、観光利用と地域資源の保全を両立させ、旅

行者の観光行動による恩恵を地域の経済・社会・環境へ還元する高付加価値な体

験等のコンテンツを造成し、持続可能性の向上に資する好循環の仕組みづくりを

検討・実装するものであり、以下の①～⑨の業務を行う。 

①専門家及び外国人アドバイザー等による現地調査の実施 

時期：令和５年８月４日～６日、８月２１日～２３日 

行程：２泊３日 

人数：２名 

②コンテンツの企画・開発 

③課題抽出のための外国人アドバイザー等によるモニタリング 

時期：令和５年１０月２０日～２２日 

行程：２泊３日 

人数：５名 

④旅行商品造成及び販路形成のための旅行会社等の招請 

時期：令和５年１２月８日～１０日 

⑤販売体制の構築 

⑥多言語ホームページでの情報発信 

⑦検討会の開催 

場所：志摩市内 

回数：３回（９月１４日、１１月１５日、２月１６日） 

人数：１５名程度 

⑧サステナブルツーリズム推進のための勉強会の開催 

 時期：令和５年１２月１５日 

 人数：１５名程度 

⑨分析・考察 

時期：令和６年２月 
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イメージ図 【外国人アドバイザーによるモニターツアーの様子】 

    
 

 

 

 

 

 

 

  

小堀木工所の組子細工の体験 
 

安乗人形浄瑠璃 特別貸切体験 間崎島探検体験 

志摩で育まれた「たで藍」で藍染体験 
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基本方針３ 地域の個性と対流による地方創生 

 
 

４．中部圏創生暮らしやすさ実感プロジェクト 
 
【令和５年度取組の概要】 
○ 中部圏創生暮らしやすさ実感プロジェクトに向けた取組みとして、「地域づくり・まちづくり」

「地域経済の活性化」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「地域資源や個性を活かした対流促進」の「地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり」

として、フジイチ（富士山一周サイクリングルート）では、県境を越えたサイクルツーリズム
による地域活性化に向け、山梨県・静岡県の関係者で構成する官民連携協議会（ぐるり富士山
サイクルツーリズム推進協議会）を設立した。また、「保存継承してきた魅力ある地域資源」と
して、あいち朝日遺跡ミュージアムにて企画展やイベント、古代体験プログラムが実施された。 

 「農林水産業の活性化」では、「農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組」として、
農山漁村発イノベーション情報交換会（仮称）の実施や、農産物輸出促進を図るための集荷拠
点や輸出拠点となる港湾の機能、産地と港湾連携のあり方についての検討の実施、さらに茶業
者や異業種が集う ChaOl フォーラムにおいて、異業種の連携による新商品開発や販路開拓の取
組を実施した。「農業とものづくり産業との連携による新産業の創生」として、農業の飛躍的な
生産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するＡＯＩ（Agri Open innovation）プロジェクト
を推進した。「農林業の担い手の確保・育成」として、農林業分野の専門職大学である静岡県立
農林環境専門職大学及び同短期大学部において、農林業の経営と生産のプロフェッショナルの
養成を進めた。「新たな担い手の確保・育成」として、農山漁村起業者養成講座を開催した。「環
境保全型スマート農業技術実証事業費」として、スマート農業技術を活用して、環境負荷低減
と生産力の向上の両立を図る取組を実証するため、コンソーシアムを形成した。 
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５．快適・安全安心な生活環境実現プロジェクト 
 

【令和５年度取組の概要】 
○ 快適・安全安心な生活環境実現プロジェクトに向けた取組みとして、「快適・安全安心なまちづ

くり、次世代交通システムの構築」「安全安心な生活環境、社会の構築」に関する取組みが、積
極的に進められている。 

 「快適・安全安心なまちづくり、次世代交通システムの構築」では、「新モビリティサービス導
入による地域公共交通の活性化」として、岐阜県内の市町村が実施する新モビリティサービス
（ＭａａＳ、ＡＩオンデマンド）の導入に向けた調査・研究及び実証実験事業に係る経費を支
援した。 

 「安全安心な生活環境、社会の構築」では、「効率的・効果的な交通事故対策」として、高齢者
を対象に、ドライブシミュレータや歩行シミュレータ等を活用した参加・体験・実践型の交通
安全教育に取り組んでいる他、交通安全教育を地域等に根付かせていくため、地域や職域で活
動する交通安全教育指導者を体系的・継続的に養成した。また、「サイバー空間における安全性
の確保」として、サイバー犯罪対処能力の向上を図るため、警察職員の高度な IT 関連技術を有
する民間企業等への派遣や学術機関におけるコンピュータ・ネットワーク等の専門分野科目講
義の受講が実施された。 
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■コラム（取組例） 
４．中部圏創生暮らしやすさ実感プロジェクト 
４（１）④【地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり】 

取組事例 フジイチ（富士山一周サイクリングルート）におけるサイクルツーリズムの推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●これまで富士山一周サイクリングルートでは、ぐるり富士山風景街道の活動が取

り組まれてきた。富士山の世界遺産登録や、東京 2020 オリンピック・パラリン

ピックの自転車ロードレースの開催など、富士山周辺地域のサイクルツーリズム

のニーズが高まる一方で、県境を越えた取組は進んでいなかった。 

●そこで、地域資源を活かしたサイクルツーリズムによる地域活性化に向け、山梨

県・静岡県の官民連携協議会（ぐるり富士山サイクルツーリズム推進協議会）を

令和５年８月に設置し、関係者が一体となった取組を進めている。 

●令和６年２月には、統一的な案内サインや情報発信に活用するロゴマークを決定

した。 

●引き続き、富士山の魅力を活かした地域づくりに向け、サイクリングの環境整備

を進めていくためのアクションプランを策定していく。 

イメージ図 
フジイチを周遊するサイクリスト（富士宮市） 
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４（１）④【保存継承してきた魅力ある地域資源】 

取組事例 あいち朝日遺跡ミュージアムの運営 

機関名 愛知県 

取組内容 ●朝日遺跡と弥生時代についての情報と魅力を広く市民に発信するため、2020 年

11 月 22 日に開館した「あいち朝日遺跡ミュージアム」の管理運営を行い、常設

展示のほか、年４回の企画展やイベント、古代体験プログラムを開催。 

 

●企画展 

・企画展「石の斧、鉄の斧」(4/29～6/25) 

・企画展「弥生人といきもの 2023 魚をとろう！」(7/22～9/18) 

・企画展「弥生農耕ことはじめ―出土した農具から探る―」(10/21～12/17) 

・企画展「あいちの発掘調査 2023」(1/20～3/10) 

 

●弥生こどもの日(5/4)、ナイトミュージアム(8/19)、収穫祭(11/18)、ほか 

・古代体験プログラム 

・土器づくり、火おこし体験等の実施、体験水田での稲作 

イメージ図 

 
弥生こどもの日(5/4)の写真 
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４（２）①【農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組】 

取組事例 農山漁村発イノベーションの推進、オンライン交流会の開催 

機関名 東海農政局 

取組内容 ●農山漁村発イノベーション情報交流会の実施  
令和４年度から六次産業化を発展させて、地域の文化・歴史や森林、景観など農
林水産物以外の多様な地域資源も活用し、農林漁業者はもちろん、地元の企業な
ども含めた多様な主体の参画によって新事業や付加価値を創出していく「農山漁
村発イノベーション」の取組を支援しており、この農山漁村発イノベーションの
推進を図るため、令和６年３月に東海地域農林漁業成長産業化推進協議会（農林
水産業の六次産業化に携わる関係機関で構成）の構成員とともに、地域資源を活
用し六次産業化に取り組む事業者を始め、農泊や農福連携により地域の活性化等
に取り組む事業者等を対象とした「農山漁村発イノベーション情報交流会」を実
施。 
 

●農山漁村発イノベーションの推進に関する具体的取組と東海農政局 Web サイト
等による情報の発信 
・六次産業化・地産地消法の周知、同法律に基づく事業計画の認定状況、認定事業

者の開発した商品情報等の発信、認定事例の紹介、地産地消に取り組む直売所の
紹介等を東海農政局 Web サイトにより発信する。 

・地方自治体や教育機関等からの要請に応じ、六次産業化・地産地消法に関する出
張講座や特別講義を実施。 

・認定事業者が開発した商品等を東海農政局 Web サイトで発信。   
 
●今後の予定・方向性 
・「農山漁村発イノベーション」の推進に当たっては、これまでの六次産業化・地

産地消法に基づく取組に加え、農山漁村イノベーション対策において農泊や農福
連携に取り組む事業者も対象とし、具体的取組事例等の広報等により、取組の拡
大、横展開を図っていく。 
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イメージ図 ■出張講座・特別講義の様子 

   
■東海農政局 Web サイト 

     

■農山漁村発イノベーションの推進について 
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４（２）①【農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組】 

取組事例 農産物輸出促進に向けた取組 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●政府では、農林水産物・食品の輸出拡大に向けた法律を施行し、取組を推進して
いる。中部地方整備局においても、輸出促進を図るための集荷拠点や輸出拠点と
なる港湾の機能、産地と港湾連携のあり方について清水港周辺をモデル地域とし
て検討を実施。 

【輸送試験】 
・多品目小ロット農産地における混載輸送や年間を通した農産物輸出の可能性を

確認するための輸送試験（シンガポール向け）、農産物を冷凍・冷蔵コンテナ内
にいれたままコンテナターミナルに蔵置して一定期間経過後の状態を確認する
鮮度保持試験、輸入条件が異なる国（台湾、香港向け）への輸送試験を実施。 

【施設整備】 
・静岡市中央卸売場にドックシェルター機能付冷蔵倉庫、袖師 RORO ターミナル

内にリーファープラグを整備し、輸送試験によって判明した課題（コールドチェ
ーンの分断）への対策を実施。 

【官民連絡会議】 
・令和３年度に官民連絡会議を立ち上げ、関係者間の議論を進めるとともに、令和

５年度は長野県において「清水港農産物輸出セミナー」を開催し清水港の利用を
PR。 

 
●今後の予定・方向性 

官民連絡会議において、清水港からの農産物の輸出促進に向けた課題や対応策を
検討するなど、官民一体で清水港の農産物輸出拠点化に取り組む。 
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イメージ図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

農産物輸出促進のための施設整備 

  

 

  

リーファープラグイメージ（新興津 CT) 

清水港からの農産物輸出の流れ 

ドックシェルター付冷蔵倉庫 

農産物の品質確認（一定期間経過後） 
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４（２）①【農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組】 

取組事例 茶の新たな需要を創出するＣｈａＯＩプロジェクトの推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●静岡茶の新たな需要や価値を創出するため、茶業者や異業種が集うプラットフォ
ーム「ChaOI（Cha Open Innovation）フォーラムを組織し、異業種の連携による
新商品開発や販路開拓の取組を支援している。 

●活動（Ｒ５年度） 
・ＣｈａＯＩフォーラムの設置 
 茶業者をはじめ、飲料メーカーや食品企業、海外のレストラン等の多様な分野から

713 者（令和５年９月末現在）が参画。 
・コーディネーターの設置 

コーディネーターを３名配置し、企業間のマッチングや事業化の支援を行ってい
る。（４月から９月までの相談対応件数：1,225 件） 

・事業化 
同フォーラム会員で組織するコンソーシアム（共同事業体）による静岡茶の新商
品開発や販路開拓等 41 件の取組に対し補助事業で支援。(交付決定予定額 1 億
3,233 万円) 

 
●今後の予定・方向性 

着実な事業実施及び事業効果の発揚を図るため、コーディネーターによる伴走型
支援を進めていく。 

 

イメージ図 

 
オープンイノベーションの概念図 
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４（２）①【農業とものづくり産業との連携による新産業の創生】 

取組事例 
農業の飛躍的な生産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するＡＯＩ（Agri 

Open innovation）プロジェクトの推進  

機関名 静岡県 

取組内容 ●農業の飛躍的な生産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するためＡＯＩ－
ＰＡＲＣを拠点に先端農業技術の研究開発や事業化支援を行っている。 

●ＡＯＩフォーラムの設置 
産学官金の多様な主体が参画するオープンイノベーションプラットフォーム「Ａ
ＯＩ（Agri Open Innovation）フォーラム」（フォーラム会員 335 者（R5.10 月
末現在））の運営を支援し、ビジネスマッチングや事業化を推進している。 

●コーディネーターの設置 
ＡＯＩプロジェクトでの事業化を担う一般財団法人アグリオープンイノベーシ
ョン機構に、販路開拓や知財など得意分野を持つコーディネーターを９名配置
し、企業間のマッチングや事業化の支援を行っている。 

●事業化の推進 
産学官金の多様な主体が参画するオープンイノベーションにより、新たな先端農
業技術の研究開発や実用化を進めた結果、累計で 32 件の商品化・サービス化を
達成（R5.10 月末現在）。 
また、令和４年度からの新たな取組として、農業分野におけるＳＤＧｓ実現に向
け、環境負荷低減と生産性・収益性の両立に資する事業化支援を行っている。 

 
●今後の予定・方向性 
・持続可能な農業の実現に向け、環境負荷低減と生産性・収益性の両立に資する研

究開発成果の創出や、社会実装に向けた取組を推進する。 

イメージ図 
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４（２）①【農林業の担い手の確保・育成】 

取組事例 静岡県立農林環境専門職大学及び同短期大学部における担い手の養成 

機関名 静岡県 

取組内容 ●令和２年４月に開学した全国初の農林業分野の専門職大学である静岡県立農林
環境専門職大学及び同短期大学部において、農林業の経営と生産のプロフェッシ
ョナルを養成する。 

●大学の基本理念 
・農林業経営に革新を起こす人材の養成 
・農山村の地域社会における将来のリーダーの養成 
●大学の概要 

名称 静岡県立農林環境専門職大学 
 

静岡県立農林環境専門職大学短
期大学部 

修業年限 ４年 ２年 
位置 静岡県磐田市富丘(４年制大学に短期大学を併設） 
開学年月日 令和２年４月１日 

養成人材 
農林業経営のプロフェッショナ
ル 

農林業生産のプロフェッショナ
ル 

学部等 
生産環境経営学部生産環境経営
学科 
(入学定員 24 人/収容定員 96 人) 

生産科学科 
(入学定員 100 人/収容定員 200
人) 

 
●今後の予定・方向性 

専門職大学を円滑に運営し、教育研究内容の充実に努める。 

イメージ図 

  
（新校舎 R3.4 供用開始）        （栽培実習） 
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４（２）①【新たな担い手の確保・育成】 

取組事例 農山漁村起業者養成講座の開催 

機関名 三重県 

取組内容 ●農山漁村地域の交流人口拡大の土台作りのため、これから農山漁村地域で起業し
たい方向けに「都市のニーズの捉え方」や「地域資源をどのように活かすのか」
等のノウハウを学ぶことができる６回の連続講座を実施。 

 
●今後の予定・方向性 

農山漁村地域でのビジネス実践者を増やし、交流人口拡大の土台作りを行う。 

イメージ図  ＜講座チラシ＞      ＜講座の様子＞ 
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４（２）①【環境保全型スマート農業技術実証事業費】 

取組事例 環境保全型スマート農業技術の実証 

機関名 岐阜県 他 

取組内容 ●スマート農業技術を活用して、環境負荷低減と生産力の向上の両立を図る取組を

実証するため、飛騨市古川町において㈲エイドスタッフや飛騨市や農機メーカー

等とコンソーシアムを形成。 

●ロボットトラクタ、GPS 搭載車速連動ブロードキャスタ、施肥・防除用ドロー

ン、センシングドローン、食味・収量コンバイン等のスマート農業機械による土

地改良後の大区画ほ場における水稲・大豆作での豚ぷんペレット利用を中心とし

た環境保全型精密農業を実証。 

 

●今後の予定・方向性 

・今年度の実証成果、課題を取りまとめ、次年度も引き続き課題に対応 

した実証を進めることで環境保全型精密農業技術を確立。 

・確立した技術を県内各地域への普及することで生産力向上と持続性 

の両立を図る農業を展開。 

イメージ図 活用したスマート農業機械 

 

 

  

食味・収量コンバイ

ン 
施肥・防除用ドロー

ン 
GPS 搭載車速連動 
ブロードキャスタ 

ロボットトラクタ 
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５．快適・安全安心な生活環境実現プロジェクト 

５（１）【新モビリティサービス導入による地域公共交通の活性化】 

取組事例 地域公共交通ＤＸ促進事業費補助金 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●岐阜県内の市町村が実施する新モビリティサービス（ＭａａＳ、ＡＩオンデマン

ド）の導入に向けた調査・研究及び実証実験事業に係る経費を支援。 

 

●補助制度の概要 

・補助対象事業者：県内市町村 

・補助率：１／２ 

・補助限度額：２，０００千円 

 

●今後の予定・方向性 

地域公共交通の活性化を図るため、効率化、利便性向上、利用促進等に係る取組

みに対する支援を引き続き検討する。  

イメージ図  
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５（２）【効率的・効果的な交通事故対策】 

取組事例 高齢者に対する効率的・効果的な交通事故対策の実施 

機関名 愛知県 

取組内容 ●高齢者が、加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響を理解するため、ドラ

イブシミュレータや歩行シミュレータ等を活用した参加・体験・実践型の交通安

全教育を実施。また、ＶＲシミュレータによる安全運転支援機能の体験会やＶＲ

映像を活用した交通事故の疑似体験により交通事故の危険性を周知しているほ

か、運転経歴証明書の所有者に対する特定付与制度の拡充等の運転免許証の自主

返納に向けた環境整備やサポートカー限定免許制度の普及促進に取り組んだ。

（令和５年中の高齢者に対する交通安全教育の実施状況は 1,794 回、80,455 人） 

 

●今後の予定 

令和５年中の交通事故死者数は 145 人で、このうち高齢者は 70 人と約５割を占

めていることや、今後も高齢者人口が増加することを鑑み、高齢者の交通事故抑

止に資する交通安全教育を継続して推進する。 

イメージ図 

  
ＶＲシミュレータを活用した安全運転支援機能体験（左） 
ＶＲ映像を活用した交通事故の疑似体験（右） 
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５（２）【効率的・効果的な交通事故対策】 

取組事例 
三重県交通安全研修センターにおいて、幼児から高齢者までの幅広い県民を対象と
した参加・体験・実践型の交通安全教育の実施 
 

機関名 三重県 

取組内容 ●交通事故から身を守る理論（知識）を実践に結びつける能力（技能）を高めるた
めに幼児から高齢者まですべての年代の県民を対象に、運転者や歩行者向けのシ
ミュレーターを活用した体験、屋外自転車研修コースなど施設の強みを生かしな
がら、対象者ごとのプログラムを基に、参加・体験・実践型の交通安全教育を実
施。 

●交通安全教育を地域等に根付かせていくため、地域や職域で活動する交通安全教
育指導者を体系的・継続的に養成。 
 

●今後の予定・方向性 
利用者増加に向け、道路交通法改正などの交通事故情勢を踏まえ、カリキュラム
の充実を図る。 
「三重県交通安全研修センター」ホームページサイト 
http://www.safetyplaza-mie.com/ 
 

イメージ図 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇歩行環境シミュレーター        〇屋外自転車研修コース 
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５（２）【サイバー空間における安全性の確保】 

取組事例 サイバー空間の脅威への適切な対処 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県警におけるサイバー事案対処能力の向上を図るため、警察職員を高度な IT

関連技術を有する民間企業等へ派遣するとともに、学術機関においてコンピュー

タ・ネットワーク等の専門分野科目の講義を受講させている。 

 令和 5 年度は３名を民間企業へ派遣し、１名に大学の講義を受講させた。 

 

●今後の予定・方向性 

サイバー空間の安全性の確保のため、上記内容を含めた職員の能力向上に資する

取組を継続して実施する。 

イメージ図  
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基本方針４ 安全・安心で環境と共生した中部圏形成 

 
 

６．中部・北陸圏強靱化プロジェクト 
 

【令和５年度取組の概要】 
○ 中部・北陸圏強靱化プロジェクトに向けた取組みとして、「南海トラフ地震や大規模自然災害な

どへの備え」「ネットワークの多重性・代替性の確保」「地域防災力強化、広域連携支援体制強
化、ものづくり産業の防災力強化」「大規模被災時における早期復旧・復興を図るための体制・
基盤の整備」に関する取組みが、積極的に進められている。 

 「南海トラフ地震への備え」では、「総合的な防災・減災対策」として有事に備えた防災・減災
対策と平時の産業振興・地域活性化を両立した地域づくりが進められている。 

 「頻発・激甚化する自然災害への対応」では、「水防災意識社会の再構築」として、流域治水の
取組が進められている。また、「津波や高潮等に対する防災力の強化」として、津松阪港におい
て、堤防の嵩上げ、老朽化対策及び液状化対策や、ゼロメートル地帯における浸水対策を備え
た広域的な防災活動拠点を整備した。さらに、「大規模災害時の後方支援を担う新たな防災拠点
の確保」として、愛知県基幹的広域防災拠点の整備を実施した。 

 「都市の防災・災害対策の推進」では、「都市再生安全確保計画の作成」として、第 3 次名古屋
駅周辺地区都市再生安全確保計画（改定版）の一部変更を実施した。 

 「ネットワークの多重性・代替性の確保」として、国道２３号中勢道路を全線開通した。また、
愛知県において各種インフラの防災・減災対策、老朽化対策を積極的に進めており、これらの
対策の効果事例を紹介した。 

 「自助・共助による地域防災力の向上」では、「地域の防災リーダーなどの人材育成」として、
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防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」を開催するとともに、一部の研修は対面に加えオン
ラインによる研修も開催した。 

 
 

７．環境共生・国土保全プロジェクト 
 

【令和５年度取組の概要】 
○ 環境共生・国土保全プロジェクトに向けた取組みとして、「自然環境との共生」「環境負荷低減、

持続可能な社会の形成」「国土保全」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「森林から海域に至る多様な自然環境の保全・再生・活用」では、「海洋ごみ対策」として、海

洋ごみ対策連携事業の実施や、伊勢湾流域圏海洋ごみ対策推進広域計画を策定した。 
 「低炭素型社会の推進」では、「低炭素型社会の構築」として、長野県では県の水力発電所で発

電した電力などの活用により、県庁舎の使用電力 100%再生可能エネルギー化が図られた。ま
た、名古屋港を含めた各港で順次法定協議会が設立され、港湾脱炭素化推進計画の策定に向け
た検討が進められている。 

 「持続可能な社会を支える担い手づくり」では、「持続可能な地域づくりの担い手育成」として、
「あいち環境学習プラザ」において、ハンズオン展示やタブレット端末を使った環境学習が行
われた。 

 
 

８．インフラ戦略的維持管理プロジェクト 
 

【令和５年度取組の概要】 
○ インフラ戦略的維持管理プロジェクトに向けた取組みとして、「インフラの戦略的なメンテナン

ス、活用」「地域の守り手としての建設業の強化、担い手の確保・育成」に関する取組みが、積
極的に進められている。 

 「民間活力の活用」では、「民間事業者による運営事業の実施」として、運営権者による要求水
準の充足及び運営権者の経営健全性を確認するためのモニタリングや、Park-PFI を活用した県
営都市公園の魅力向上、PFI 方式により老朽化した県営大森向住宅の建替えの事業が実施され
た。 

 「地域の守り手としての建設業の強化、担い手の確保・育成」では、「建設業の担い手確保」と
して、労働環境の改善、人材の育成等の取組みを積極的に実施した岐阜県内建設関連企業の「ぎ
ふ建設人材育成リーディング企業」への認定や、同認定制度や認定企業を認知してもらうため、
専用ＷＥＢサイトのリニューアルやインスタグラムや意見交換会による周知が実施された。 
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■コラム（取組例） 
６．中部・北陸圏強靱化プロジェクト 
６－１（１）①【総合的な防災・減災対策】 

取組事例 “ふじのくに”のフロンティアを拓く取組 

機関名 静岡県 

取組内容 ●有事に備えた防災・減災対策と平時の産業振興・地域活性化を両立した地域づく
り 
●「フロンティア推進区域（以下「推進区域」）」に加えて、令和元年度から、広

域的な圏域づくりの先導的モデル構築の取組である「フロンティア推進エリア

（以下「推進エリア」）」、令和４年度から、環境と社会経済の両立を目指した

圏域づくりの取組である「フロンティア地域循環共生圏（以下「地域循環共生

圏」）」の認定制度を設け、市町の施策を支援 

●地域活性化総合特区の指定を受けて、国に規制の特例措置等を求める「国と地方

の協議」や設備投資等への利子補給金制度を活用 
●進捗・効果（令和６年３月末時点） 
・県内 34 市町で展開する 72 の推進区域のうち、60 区域で事業が完了 

・推進エリアについては、22 市町で 13 エリアが認定され取組が展開 

・地域循環共生圏については、14 市町５圏域が認定 
 
●今後の予定・方向性 

推進区域の早期完了、推進エリア及び地域循環共生圏の形成促進 

イメージ図 
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６－１（１）②【水防災意識社会の再構築】 

取組事例 「流域治水」の推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●流域治水プロジェクトの策定 
・５か年加速化対策など事前防災の加速化・深化に加え、地域特性に応じた減災

対策を推進するため、河川整備を重点的に進める水系を対象に、ハード・ソフ

ト一体となった多層的な取り組みの全体像を「流域治水プロジェクト」として

示す。 

・令和５年９月末までに 39 水系（一級６水系、二級 33 水系）においてプロジェ

クトを策定した（令和５年度は二級５水系策定）。 
 
●水災害対策プランの策定 
・静岡県内で、特に浸水被害が頻発する 21 地区を対象に浸水被害の軽減を図るた

め、県独自の取組として、流域治水の考え方を取り入れた「水災害対策プラ

ン」の策定を進めている。 

・令和４年度末までに７地区において、プランを取りまとめ、令和５年度末まで

に順次公表。 

・令和５年度は、小石川・黒石川流域、沼川・高橋川など残る 14 地区について、

現在、各々の関係者が実施する個別メニューのプランへの位置づけを調整して

おり、それを踏まえて順次プランを策定・公表する。 
 
●今後の予定・方向性 
・実効性のある取組となるよう、それぞれの計画策定後も、協議会において関係

者間の情報共有や対策の進捗管理を行い、浸水被害軽減策を推進する。 
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イメージ図 
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６－１（１）②【水防災意識社会の再構築】 

取組事例 流域治水プロジェクト２．０ 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●気候変動の影響により、2℃上昇に抑えるシナリオでも、2040 年ごろには降雨量
が 1.1 倍、流量が 1.2 倍になると試算。 

●現行の河川整備計画が完了したとしても治水安全度が目減りする。 
このことを踏まえ、流域治水の取組を加速化・深化させるため、あらゆる関係者に

よる、様々な手法を活用した対策の一層の充実を図り、必要な取組を反映し、「流

域治水プロジェクト２．０」を作成。 

イメージ図  

 

 

  

様々な手法の活用イメージ 

必要な対応のイメージ
同じ安全度を確保するためには、 
目標流量を 1.2 倍に引き上げることが必要
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６－１（１）②【津波や高潮等に対する防災力の強化】 

取組事例 津松阪港海岸の堤防改良 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●津松阪港海岸において、堤防の嵩上げ、老朽化対策及び液状化対策を実施。 
●栗真町屋工区及び阿漕浦・御殿場工区に加え、平成 30 年度に追加した栗真工区

の堤防改良を実施。 
●令和 5 年度に事業完了 

イメージ図  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

津松阪港海岸 堤防改良対象工区 
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６－１（１）②【津波や高潮等に対する防災力の強化】 

取組事例 ゼロメートル地帯における浸水対策を備えた広域的な防災活動拠点整備 

機関名 愛知県 

取組内容 ●南海トラフ地震の発生に伴う堤防の破堤や津波により既存の防災活動拠点が浸

水し、救出救助活動に支障を来すおそれがあるゼロメートル地帯において、浸水

対策を備えた広域的な防災活動拠点を整備。 

●１か所目の拠点（木曽三川下流域①）の運用、２か所目の拠点（西三河南部）の

防災倉庫の建築工事及び資機材の準備、３か所目の拠点（木曽三川下流域②）の

実施設計を実施し、４か所目の拠点（東三河南部）の用地測量及び基本設計等を

実施。 

イメージ図 ・木曽三川下流域① 愛西市：旧永和荘跡地の空撮写真 
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６－１（１）②【大規模災害時の後方支援を担う新たな防災拠点の確保】 

取組事例 愛知県基幹的広域防災拠点の整備 

機関名 愛知県 

取組内容 ●ＰＦＩアドバイザリー業務等を行うともに、国を始めとする関係機関等との調整

を進める。 

●政府の現地対策本部として整備が行われた三の丸地区、海上輸送を担う名古屋港

について、国による基幹的広域防災拠点の整備が早急に進められるよう、国への

働きかけ等の取組を推進する。 

 

イメージ図 ・愛知県基幹的広域防災拠点の概要 
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６－１（１）③【都市再生安全確保計画の作成】 

取組事例 都市再生安全確保計画の作成 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●第 3 次名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画（改定版）の一部変更 
・令和 5 年 7 月に名古屋駅周辺地区安全確保計画部会開催に代わり、書面評決を

実施 
・一時退避場所及び退避施設の追加 
 
●帰宅困難者対策訓練の実施 

退避施設管理者等を対象として、退避施設の開設訓練を実施 
 
●第 3 次名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画（改定版）の周知・啓発 
・退避施設協議の際、名古屋駅周辺の企業を中心に令和 5 年 7 月に一部変更した

第 3 次計画（改定版）の周知を実施 
・イベント等において、一斉帰宅抑制について啓発を実施 
 
●退避施設の拡充協議 

退避施設の拡充を目的とした、施設への協議を実施 

イメージ図 帰宅困難者対策訓練の様子 
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６－１（２）【ネットワークの多重性・代替性の確保】 

取組事例 国道２３号中勢道路の全線開通 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●中勢道路は、三重県鈴鹿市北玉垣町から松阪市小津町に至る延長 33.8km の道路 
●令和５年 11 月 19 日に鈴鹿（安塚）工区（延長 2.8km）が開通したことにより、

中勢道路は全線開通 
 
●今後の予定・方針 

引き続き、ネットワークの多重性・代替性確保等のために、道路整備を推進 

イメージ図  
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６－１（２）【ネットワークの多重性・代替性の確保】 
６－２（１）【大規模被災時における早期復旧・復興を図るための体制・基盤の整備】 
８（１）【インフラの戦略的なメンテナンス、活用】 

取組事例 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」効果事例集 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県において、「防災・減災、国土強靱化のための 5 か年加速化対策」により

各種インフラの防災・減災対策、老朽化対策を積極的に進めており、これらの対

策の効果事例を紹介している。 

イメージ図 

 
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kensetsu-kikaku/resilience2023.html 
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６－１（３）①【地域の防災リーダーなどの人材育成】 

取組事例 防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」の開催 

機関名 愛知県 

取組内容 ●南海トラフ地震などの大規模災害に備え、防災意識の向上と防災リーダーの育成

を図るため、平成 24 年度に行政、事業者団体、地域団体、ボランティア団体等

で構成するあいち防災協働社会推進協議会が、名古屋大学、防災のための愛知県

ボランティア連絡会及びなごや災害ボランティア連絡会等と連携し、一般県民を

対象に防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」を開設。 

●一部の研修は対面に加えオンラインによる研修も開催し、前期講座は約 1,270 名

が受講し、後期講座においては約 970 名【予定】が受講を予定している。 

イメージ図 
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７．環境共生・国土保全プロジェクト 

７（１）②【海洋ごみ対策】 

取組事例 海洋ごみ発生抑制対策の推進 □ 

機関名 岐阜県、富山県・岐阜県、愛知県、三重県 

取組内容 ●富山県との海洋ごみ対策連携事業の実施 
・岐阜県内における清掃活動の促進を図るため、神通川で繋がっている富山県と連 

携し、6 月～10 月の期間に両県民を対象に、清掃活動の成果を「見える化」する
ウェブページや連動する SNS を活用し、清掃活動を投稿した方に抽選で景品を
プレゼントするオンラインイベントを開催。 
また、10 月には神通川の上流域である高山市において、富山県と同時期に清掃
イベントを開催。 

・今後の予定 
 引き続き富山県と連携した清掃活動を実施していく。 
 
●伊勢湾流域圏海洋ごみ対策推進広域計画の策定 
・伊勢湾における海洋ごみの中には、愛知県、三重県のみならず岐阜県から流出し 

たものも含まれていることから、流域圏での連携した発生抑制の取り組みを進め
ていくため、令和 6 年 3 月に伊勢湾流域圏である岐阜県、愛知県、三重県が共同
となって広域的な地域計画「伊勢湾流域圏海洋ごみ対策推進広域計画」を策定し
た。 

・今後の予定 

計画策定後は、流域圏を一体とした海洋ごみ発生抑制対策を実施していく。 

イメージ図 
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７（２）①【低炭素型社会の構築】 

取組事例 企業局電力を活用した県庁舎の使用電力 100%再生可能エネルギー化の実現 □ 

機関名 長野県 

取組内容 ●温室効果ガス排出量の削減とエネルギーの地消地産を実現するため、令和５年７
月から、県（企業局）の水力発電所で発電した電力を、「自己託送」により、県
庁舎への供給を始めるとともに、「非化石証書」を組み合わせ、県庁舎で使用す
る電力の 100%再生可能エネルギー化を図っている。 

 
●今後の予定・方向性 

県庁舎での率先的な再生可能エネルギー導入の取組も事例に、県内企業や公共施
設等での再生可能エネルギーの普及拡大を図るとともに、エネルギーの地消地産
を推進する。 

イメージ図 
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７（２）①【低炭素型社会の構築】 

取組事例 カーボンニュートラルポート形成に向けた検討 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●国土交通省では、世界的な脱炭素化への動きや政府方針等を踏まえ、我が国の輸
出入の 99.6％を取り扱い、CO2 排出量の約 6 割を占める産業の多くが立地する
港湾において、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて「カーボンニュ
ートラルポート（CNP）」を形成し、我が国全体の脱炭素化社会の実現に貢献し
ていくこととしている。 

●管内各港では港湾管理者や地元自治体、民間事業者等の参画を得て、CNP 形成
に向けた検討が進められてきており、令和 4 年 12 月に施行された改正港湾法に
基づき法定計画となる港湾脱炭素化促進計画の作成に向けた検討が進められて
いる。 

●今年度は名古屋港、四日市港、清水港、御前崎港、三河港、衣浦港、津松阪港、
尾鷲港において順次法定協議会が設立され、港湾脱炭素化推進計画の策定に向け
た検討が進められている。 

 
●今後の予定・方向性 

引き続き、各港の港湾脱炭素化推進協議会に参加し、港湾管理者や地元自治体、
民間事業者等と連携しながら関係者間で検討を進めていく。 

イメージ図 
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７（２）③【持続可能な地域づくりの担い手育成】 

取組事例 「あいち環境学習プラザ」における環境学習 

機関名 愛知県 

取組内容 ●本県の環境学習の拠点である「あいち環境学習プラザ」では、ハンズオン展示や
タブレット端末を使った学習により、遊びながら楽しく環境について学べるほ
か、公共施設で全国トップクラスの ZEB（ゼブ）を支える新エネ・省エネ設備や、
本物の環境分析現場の見学等、施設の特色を生かした環境学習ができる。また、
学習指導要領に沿った環境学習講座も用意し、学校の社会見学等にも利用でき
る。 
令和４年度は以下のとおり環境学習等を実施した。 

社会見学等団体受入れ 53 団体 
社会見学等団体受入時における環境学習講座 50 回 
夏休み等環境学習講座 29 回 
中高年・シニア世代の「あいち eco ティーチャー」派遣による
環境学習講座 

36 回 

 
●今後の予定・方向性 
 環境学習の拠点施設として「行動する人づくり」を推進していく。 

イメージ図 タブレット学習の様子・環境学習講座の様子  
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８．インフラ戦略的維持管理プロジェクト 

８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 運営権者による適切な業務履行の確保 

機関名 静岡県 

取組内容 ●運営権者に求める要求水準の充足及び運営権者の経営健全性を確認するため、令
和５年度上半期にモニタリングを実施した。 

・評価結果 

対 象 モニタリングの観点 評価結果 

要 求 水
準 の 充
足 

要求水準を充足し、安全・
安心な空港運営や適切な
施設の維持管理、サービ
ス向上に取り組んでいる
か 

新型コロナウイルス感染症の影響によ
る厳しい環境ではあったが、各事業を
適切に実施している。 

経 営 
各種の財務指標が妥当で
あり、適切な経営を行っ
ているか 

国内線の航空需要は回復傾向が見られ
るが、国際線再開が年度末となったこ
と等により、赤字が継続している。厳
しい経営状況であるが、借入は行わず、
運転資金は確保されており、経営に問
題は見られない。 

更 新 投
資 

要求水準を充足し、計画
に基づき適切に更新投資
を実施しているか 

投資の必要性を検討しながら、更新投
資を適切に実施している。また、台風
等で被災した箇所の復旧について迅速
に対応した。 

任 意 事
業 

要求水準を充足し、提案
内容の実現に向けて取り
組んでいるか 

西側用地の段階的な開発に向けた取組
などに加え、カーボンニュートラルに
向けた具体的な検討を行っている。 

 
●今後の予定・方向性 

運営権者によるセルフモニタリング結果や年間業務報告書を基に、要求水準を充
足し、安全・安心な空港運営や適切な施設の維持管理、サービス向上に取り組ん
でいるか、適切な経営を行っているか等を引き続き確認・評価していく。 

イメージ図 

 

モニタリング 
イメージ図 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 Park-PFI を活用した県営都市公園の魅力向上 

機関名 愛知県 

取組内容 ●小幡緑地において、2021 年４月に、愛知県として初めて Park-PFI を活用して民

間活力を導入した施設であるレストラン、バーベキューサイト及びキャンプサイ

トを有する「オバッタベッタ」をオープン。 

●大高緑地はじめ６公園において、民間活力を導入するための取組を推進するた

め、2021 年度にマーケットサウンディングを実施。 

●大高緑地プール跡地において、2021 年度にマーケットサウンディングを実施し、

2022 年度に Park-PFI を活用した民間活力導入施設の公募を実施したが、2023

年 6 月に公募不調となる。 

●あいち健康の森公園において、2024 年 2 月に Park-PFI 事業者の募集を開始し

た。 

●今後の予定・方向性 

・大高緑地プール跡地における Park-PFI 事業者公募は不調となったが、今後は公

募条件等の見直しを図り、再公募を目指す。 

・その他県営都市公園については、継続して民間活力導入に向けた取組を進める。 

イメージ図 

 
オバッタベッタ（小幡緑地） レストラン「マメボシ」 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 愛知県営大森向住宅 PFI 方式整備事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●老朽化した県営大森向住宅の建替えのため、令和４年 12 月に民間事業者と特定

事業契約を締結し、２棟の住宅の設計・建設等を実施する。 

●Ａ棟は令和６年１月に建設工事着手予定。 

この事業は PFI 方式導入により事業期間が約 24 ヶ月短縮される予定である。 

 

●今後の予定・方向性 

 引き続き、事業進捗に取組む。 

イメージ図 提案時点のイメージ図
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８（２）【建設業の担い手確保】 

取組事例 「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定、ＷＥＢプロモーション推進 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●労働環境の改善、人材の育成等の取組みを積極的に実施した県内建設関連企業を 
11 月に「ぎふ建設人材育成リーディング企業」に認定。 

●また、認定企業を紹介する認定企業集やポスター及びチラシを作成し、県内高校
やハローワーク等へ配布。 

●認定企業を対象とした取組みをブラッシュアップさせるセミナーや、未認定企業
を対象とした認定を促進するセミナーを、10 月、11 月に実施。 

●担い手確保や業界全体のイメージアップのため、認定制度や認定企業を認知して
もらう必要があることから、10 月に専用ＷＥＢサイトのコンテンツや機能を拡
充してリニューアルをし、特に学生や求職者に対してインスタグラムや意見交換
会で周知。 

 
●今後の予定・方向性 

建設関連業のイメージアップを図る必要があるため、「ぎふ建設人材育成リーデ
ィング企業」の認定及びＰＲ事業を継続する。 

 

イメージ図 
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基本方針５ 人材育成と共助社会の形成 

 
 

９．すべての人が輝く「ひとづくり」プロジェクト 
【令和５年度取組の概要】 
○ すべての人が輝く「ひとづくり」プロジェクトに向けた取組として、「多様な人材を育て活躍で

きる社会～地域社会の連携による人材の育成・確保～」「女性活躍社会～多様なライフスタイル
の実現・人材育成～」「高齢者参画社会～健康長寿を伸ばし生き生きと活躍できる社会～」「障
がい者共生社会～誰もが社会参画し能力を最大限発揮し得る社会～」「多文化共生社会～多国籍
外国人が安全・安心に働き、暮らせる社会～」に関する取組が、積極的に進められている。 

 「多様な人材を育て活躍できる社会～地域社会の連携による人材の育成・確保～」では、「地域
に愛着を持ち定着する人材の育成確保」として、これから居住地の選択を伴う転機を迎える若
年層をターゲットに、他の大都市圏に比べた愛知県の強みである「住みやすさ」について、様々
なＰＲ事業を実施した。また、「地域の魅力を体感できる実践的教育」として、地域に根差した
独自の探求的な学びの取組が行われた。 

 「女性活躍社会～多様なライフスタイルの実現・人材育成～」では、「多様なワークスタイルの
実現に向けた環境整備」として、ワーケーション等のワンストップ窓口である「静岡県中部テ
レワークコンシェルジュ」において、地域の受皿の掘り起こし及び連携強化と受入れ体制の構
築により、ワーケーションの普及を推進している。また、「女性管理職登用拡大支援事業費」と
して、岐阜県内中小企業に女性活躍推進アドバイザーを派遣し、企業の個別課題に応じたコン
サルティングを実施するとともに、女性のキャリア形成等を目的とした企業内研修に講師派遣
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を実施している。さらに、「ワーク・ライフ・バランス推進」として、愛知県では「休み方改革」
（休暇取得のあり方の見直し）を通じたワーク・ライフ・バランスの充実と生産性向上による
日本経済の活性化を目指し、あいち県民の日（11/27）・あいちウィークを契機とした「休み方
改革」の推進等の様々な取組を実施している。 

 
 

１０．新たな「つながり」社会構築プロジェクト 
 

【令和５年度取組の概要】 
○ 新たな「つながり」社会構築プロジェクトに向けた取組みとして、「共助社会」「地域に愛着あ

るまちづくり・安心な暮らし」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「共助社会」では、「中間支援組織の取組」として、公共的活動を応援する寄附募集のウェブサ

イトを活用したＮＰＯ等の資金調達が行なわれた。また、「地域づくりの担い手やリーダーとな
る人材の育成・確保」として、あいち STEM 教育推進事業の実施や、高校生が考案した地域課
題の解決策を発表する全国高校生ＳＢＰ（Social Business Project）交流フェアに三重県の高
校が参加した。 

 「安心な医療・介護・福祉環境の構築」では、「へき地医療の確保」として医療資源が少ないへ
き地等における診療機会の充実化や医師の負担軽減を図るため、へき地医療拠点病院等からへ
き地診療所等に対するオンライン診療を実施した。 
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■コラム（取組例） 
９．すべての人が輝く「ひとづくり」プロジェクト 
９①【地域に愛着を持ち定着する人材の育成確保】 

取組事例 愛知の住みやすさ発信事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県への移住・定住を促進するため、就職活動を控えた学生など、これから居

住地の選択を伴う転機を迎える若年層を中心に、他の大都市圏に比べた愛知県の

強みである「住みやすさ」について、PR 事業を実施。 

 

●若年層に向けた広告配信 

SNS で、マンガ動画を活用した宣伝効果の高い広告を配信することにより、住み

やすさ発信サイトへの誘導率の向上を図る。配信対象者を属性（エリア・性別・

年代・関心事項等）により絞ることで効果的に実施（Ｒ６年１月～２月）。 

 

●東京圏での魅力発信 

東京圏の電車内ビジョン及び駅構内液晶ディスプレイを活用して、愛知の住みや

すさを PR する魅力発信動画を放送し、確実な認知を図る。（Ｒ６年１月～３月）。 

 

●若年層をターゲットとした民間サイトへの広告記事掲載 

 「マイナビ学生の窓口」へ愛知の住みやすさを PR する広告記事を掲載（Ｒ６年

１月～２月）。 

イメージ図  

 
マンガ動画「愛知のわたしごと」 

 
 
 

 
愛知に住みたくなる BOOK 2024 年版 
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９①【地域の魅力を体感できる実践的教育】 

取組事例 「高校生学びのフォーラム長野＆信州学」の推進 

機関名 長野県 

取組内容 ●全ての県立高校で、地域の特色を生かし、地域に根差した独自の探究的な学びに
取り組んでいる。 

●学習成果の発表の場として、「高校生学びのフォーラム長野（マイプロ長野県
Summit）」を開催することで、「探究的な学び」を通して地域課題に向き合う高
校生を支援している。 

 
●地域の特色を生かして取り組む、地域に根差した学びとして各高校に定着し、深

まりを見せている。 
●県立長野図書館のポータルサイト「信州ナレッジスクエア」において、冊子「わ

たしたちの信州学」のデジタルブックを公開しており、活用の幅が広がっている。 
 
●今後の予定・方向性 

今後も「高校生学びのフォーラム長野（マイプロ長野県 Summit）」の取組等を通
して、「信州学」をはじめとした探究的な学びの推進を図る。 

イメージ図 ・「わたしたちの信州学」（信州ナレッジスクエア） 

 （https://ereading.cs.nii.ac.jp/nagano/book/index.html） 
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９②【多様なワークスタイルの実現に向けた環境整備】 
取組事例 「ワーケーション推進事業」モデル実証事業 

機関名 静岡県 

取組内容 ●テレワークの１つの形態であるワーケーションは、ポストコロナにおける多様な

働き方を推進する上で重要な要素として位置付けられる。ワーケーションは、地域

との交流による関係人口の創出やビジネス発展、さらには地域課題解決など地方

創生に資する取組として期待されているが、企業のワーケーション制度導入率は、

５％程度と普及が進んでいない状況である。 

ワーケーション等のワンストップ相談窓口である当局の「静岡県中部テレワーク

コンシェルジュ」（令和３年 12 月設置）では、企業にとって高付加価値のあるワ

ーケーションモデルを造成し、実証を通じて優良事例の創出を目指すとともに、

地域の受皿の掘り起こし及び連携強化と受入れ体制の構築により、当該地域での

ワーケーションの普及を推進する。 

 

●静岡県中部テレワークコンシェルジュの具体的な取組 

・地域の産業に関連した地域課題解決型ワーケーションモデルの構築 

・セミナー開催による受入体制の強化 

・情報発信（県ホームページや SNS への掲載） 

イメージ図 
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９②【女性管理職登用拡大支援事業費】 
取組事例 県内中小企業における女性管理職登用拡大に向けた支援 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●女性管理職登用拡大を図るため、県内中小企業に女性活躍推進アドバイザーを派

遣し、企業の個別課題に応じたコンサルティングを実施するとともに、女性のキャ

リア形成等を目的とした企業内研修に講師派遣を実施する。 

 

●今後の予定・方向性 

女性管理職登用の拡大に向けて、支援を継続する。 

イメージ図 
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９②【ワーク・ライフ・バランス推進】 

取組事例 愛知県「休み方改革」プロジェクト □ 

機関名 愛知県 

取組内容 ●「休み方改革」（休暇取得のあり方の見直し）を通じたワーク・ライフ・バランス

の充実と生産性向上による日本経済の活性化を目指し、2023 年度から以下の取組

を実施。 

①あいち県民の日（11/27）・あいちウィークを契機とした「休み方改革」の推進 

②休暇を取得しやすい職場環境づくり 

③家族と子どもが一緒に過ごせる仕組みづくり 

④平日や閑散期への観光需要のシフト 

⑤地域が一体となった「休み方改革」の推進 

 

●今後の予定・方向性 

５つの取組を継続しつつ、国民運動として展開していけるよう全国知事会「休み

方改革プロジェクトチーム」においても活動していく。 

イメージ図 
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１０．新たな「つながり」社会構築プロジェクト 
１０（１）【中間支援組織の取組】 

取組事例 長野県みらいベースの運用 

機関名 長野県 

取組内容 ●県が構築した公共的活動を応援する寄附募集のウェブサイト「長野県みらいベー
ス」を（公財）長野県みらい基金が運用し、公共的活動を行っている団体（ＮＰ
Ｏ等）の資金調達を行っている。（令和５年 10 月末時点の寄附受領額累計：約
2 億 1,263 万円） 

 特に令和４年度からは、信州の特色ある学び（やまほいく、山村留学、フルース
クール等）を実践する団体を応援する寄附募集を開始し、県は寄附の際に発生す
る事務手数料等を支援（補助）するなど、官民協働で寄附募集に取り組んでいる。 

（令和４年度の寄附実績：約 1,500 万余円、令和５年度は 10 月末現在ですでに
1,700 万円以上の寄附が集まっている。） 

イメージ図 
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１０（１）【地域づくりの担い手やリーダーとなる人材の育成・確保】 

取組事例 あいちＳＴＥＡＭ能力育成事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県の「ものづくり産業」を維持・発展させていくため、県立高校において、

Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Liberal art（教

養）、 Mathematics（数学）の５つの分野（ＳＴＥＡＭ）に重点を置いた教育

を推進。 

●知の探究講座の内容 

愛知の科学の発展を担う人材を育成するため、自然科学や情報技術等の特定分野

に関心が高く、より深く学ぼうとする意欲のある生徒に対し、連携大学による先

進的なＳＴＥＡＭ教育を実施する。 

・実施講座 

愛知教育大学「生物多様性と環境の探究」 

名古屋工業大学「未来を創るマテリアル科学と工学技術」 

豊橋技術科学大学「ロボットの動作原理を学ぶ」 

豊田工業大学「スマートエネルギーを支える科学」 

愛知県立大学「プログラミングの扉を開く」 

 

●今後の予定 

大学との連携を継続しつつ、ＳＴＥＡＭ教育の推進に取り組む 

イメージ図 知の探究講座 

 



78 

１０（１）【地域づくりの担い手やリーダーとなる人材の育成・確保】 

取組事例 ビジネスの手法を用いて地域の課題を解決する取組 

機関名 三重県 

取組内容 ●高校生が地域の課題をビジネスの手法を用いて解決していこうという取組をと
おして、地域のことを自分事として捉え、主体的に課題を解決していこうとする
資質・能力を育み、地域の担い手として活躍できる人材を育成。 

●高校生が考案した地域課題の解決策を発表する全国高校生ＳＢＰ交流フェア（参
加数：２８チーム、実施方法：本選（７月）はオンライン開催、決勝（８月）は
皇學館大学で開催）に、三重県から県立高校４校（松阪商業高校、相可高校、あ
けぼの学園高校、紀南高校）が参加。 
※ＳＢＰとは「Social Business Project」の略で、地域の課題をビジネスの手法
を用いて解決していこうという取組。具体的には高校生が地域資源（ひと、モノ、
自然、歴史、名所旧跡、産業等）と交流し、見直し、活用して、“まちづくり”や
“ビジネス”を提案する。 

 
●今後の予定・方向性 
 高校生がＳＢＰの取組を継続しつつ、次年度も開催予定である全国高校生ＳＢＰ

交流フェアに参加し、全国の高校生と実践発表をとおして交流する。 

イメージ図  
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１０（２）③【へき地医療の確保】 

取組事例 オンライン診療によるへき地医療確保事業 □ 

機関名 岐阜県 

今年度の 

取組み内容 

●目的 

医療資源が少ないへき地等における診療機会の充実化や医師の負担軽減を図る

ため、へき地医療拠点病院等からへき地診療所等に対するオンライン診療を実施

し、地域における医療確保を実現する。 

●補助対象 

岐阜県内に所在する、へき地医療拠点病院等、へき地診療所 

（実施医療機関）県北西部地域医療センター国保白鳥病院 等 

 

●補助内容 

オンライン診療に必要な情報通信機器の購入経費、看護師の派遣費用等 

●実施方法等 

・へき地医療拠点病院等から「へき地診療所」又は「地域集会所」との間において

「D to P with N」モデルで行うオンライン診療を実施。 

・補助事業者（県北西部地域医療センター国保白鳥病院）が医師派遣し対面診療を

実施しているへき地診療所又は無医地区にある地域集会所へ、看護職と事務員を

派遣しオンライン診療を実施する。 

 

●今後の予定・方向性 

事業の有効性、課題等を検証のうえ、他地域へ取組みを拡大していく。 

イメージ図 
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▲へき地診療所にて医師からオンライン診療を受ける患者 
（「D to Pwith N」モデル） 
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３ 参考資料＜中部圏を取り巻く情勢＞ 

 
 

  

【製造品出荷額等】
中部圏の令和3年の製造出品荷額等は約89兆円で、全国の

製造出荷額等に対する中部圏の割合は令和3年では26.9％を
占めている。

資料：経済産業省「経済構造実態調査」
中部圏の製造品出荷額推移

【輸出額・輸入額】
名古屋税関からの輸出額は、約14兆円と輸入額の1.9倍程

度となっている。

資料：名古屋税関「貿易年表」
名古屋港からの輸出入額の推移

【製造業の企業立地件数】
中部圏の製造業の企業立地件数は、中部圏の割合は令和2

年に一度減少したものの、令和4年にかけて増加している。

資料：経済産業省「工場立地動向調査」
製造業の企業立地件数

基本方針１ 世界最強・最先端のものづくりの進化
１．ものづくり中部・世界最強化

【製造業の従業者一人当たり付加価値額】
製造業の一人当たり付加価値額は各県ともに概ね横ばいで

推移している。

資料：経済産業省「経済構造実態調査」
製造業の従業者一人当たり付加価値額
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【訪日外国人都道府県別訪問数】
訪日外客数に都道府県別訪問率を乗じた県別訪問数は、

令和5年は１～３月を含まない数値であるものの、中部圏全
体の令和5年の訪問数は平成26年を超える水準となっている。
※令和2~4年は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止または場所を限
定しての実施となっているため、経年比較できる確報値がない。
※令和5年の集計対象期間は4～12月であり、1~3月の訪問数は含まれない。

資料：国土交通省「訪日外国人消費動向調査」
観光局「年別訪日外客数、出国日本人数の推移」

県別訪日外客数（訪日外客数×訪問率）

【訪日外国人延べ宿泊者数】
訪日外国人延べ宿泊数は、平成23年以降、令和元年までは

急増していた。全国の訪日外国人延べ宿泊者数に対する中部
圏の割合は令和2年以降減少している。

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」
訪日外国人延べ宿泊者数

基本方針２ スーパー・メガリージョンのセンター、我が国の成長を牽引
２．リニア効果最大化対流促進
３．新たな観光交流おもてなし

【国際コンベンション開催件数】
中部圏内の国際コンベンション開催数は令和3年に1件まで

減少したものの、令和4年は35件に回復している。

資料：日本政府観光局「国際会議統計」
国際コンベンション開催件数

【中部圏のクルーズ船寄港回数】
クルーズ船寄港の中部圏割合は令和元年以降増加していた

が、令和４年には減少した。

資料：国土交通省「我が国のクルーズ等の動向」
中部圏のクルーズ船寄港回数
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【1人当たり県民所得】
全ての県において、令和2年の1人当たり県民所得は、令和

元年と比較すると減少している。

資料：内閣府「県民経済計算」
1人当たり県民所得の推移

基本方針３ 地域の個性と対流による地域創生
４．中部圏創生暮らしやすさ実感
５．快適・安全安心な生活環境実現

【県内総生産】
県内総生産の中部圏合計は、令和２年で81兆円である。

資料：内閣府「県民経済計算」
県内総生産の推移

【小さな拠点形成数】
小さな拠点は、中部圏において198箇所形成されている。

資料：内閣府「小さな拠点の形成に関する実態調査」
現在形成されている小さな拠点数

【中部圏の乗合バス走行キロ】
中部圏の乗合バス走行キロは、中部圏全体として減少傾向

にある。

資料：国土交通省「数字で見る自動車2023」
「数字でみる中部の運輸2024」
「北陸信越交通・運輸統計年鑑」

中部圏の乗合バス走行キロ
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基本方針５ 人材育成と共助社会の形成
９．すべての人が輝く「ひとづくり」

１０．新たな「つながり」社会構築

【労働力人口率】
中部圏全体でみるとでR1年度までは上昇傾向を示していた

が、R2年度以降横ばいとなっている。

資料：総務省「人口推計」「労働力調査都道府県別結果」
労働力人口率

【合計特殊出生率】
中部圏の各県は低下傾向を示しているが、いずれの県も全

国平均を上回る。

資料：厚生労働省「人口動態調査」
※中部圏の数値は各県の単純平均

合計特殊出生率

【70歳以上まで働ける企業の割合】
70歳以上まで働ける企業の割合は全県とも年々増加傾向に

ある。（令和3年より、集計対象が従業員31人以上の企業か
ら21人以上の企業に変更された）

資料：長野、岐阜、静岡、愛知、三重労働局
「高年齢者の雇用状況」

70歳以上まで働ける企業の数

【障がい者実雇用率】
障がい者実雇用率は全県とも増加傾向にある。

資料：厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」
障害者実雇用率
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